
「
水
」
は
、
持
続
（
維
持
）
可
能
な
社
会
経
済

の
構
築
に
と
っ
て
重
要
か
つ
有
限
の
資
源
で
あ
る
。

今
日
、
水
問
題
へ
の
国
際
的
な
関
心
は
高
く
、
環

境
の
持
続
可
能
性
と
食
糧
供
給
の
確
保
や
生
態
系

の
保
護
、
水
資
源
の
共
有
な
ど
を
含
ん
だ
「
安
全

な
水
」
の
安
定
供
給
の
た
め
に
、
統
合
的
水
資
源

管
理
（
Ｉ
Ｗ
Ｒ
Ｍ
）
の
手
法
を
軸
と
し
た
ガ
バ
ナ

ン
ス
の
あ
り
方
や
水
管
理
の
有
効
性
を
高
め
る
能

力
開
発
、
資
金
調
達
、
参
加
の
あ
り
方
が
課
題
と

な
っ
て
い
る
。
水
問
題
の
解
決
に
は
、
ス
テ
ー
ク

ホ
ル
ダ
ー
間
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
構
築
と
同

時
に
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
レ
ベ
ル
で
の
住
民
の
参
加

が
重
要
で
あ
る
。

日
本
に
お
い
て
も
、
住
民
（
民
）
が
主
体
と
な

っ
て
行
政
（
官
）
と
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
組
み
、

水
源
環
境
を
保
全
し
よ
う
と
す
る
取
り
組
み
は
拡

が
り
つ
つ
あ
る
。
例
え
ば
、
滋
賀
県
環
境
生
活
協

同
組
合
か
ら
他
地
域
へ
拡
大
し
て
い
る
「
菜
の
花

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
ア
サ
ザ
基
金
に

よ
る
霞
ヶ
浦
の
再
生
事
業
「
ア
サ
ザ
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
」
な
ど
が
あ
る
。

本
稿
で
は
、
持
続
可
能
な
流
域
管
理
の
た
め
の

費
用
負
担
と
参
加
に
つ
い
て
、
日
本
に
お
け
る
水

源
環
境
税
の
議
論
を
素
材
と
し
て
検
討
す
る
。
事

例
と
し
た
神
奈
川
県
の
「
生
活
環
境
税
制
」
へ
の

取
り
組
み
は
、
地
方
自
治
体
が
主
体
性
を
持
っ
て

政
策
提
言
を
行
い
、
各
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
対

す
る
情
報
提
供
と
対
話
を
通
じ
て
、
税
制
に
よ
る

新
た
な
参
加
の
仕
組
み
を
検
討
し
て
い
る
点
が
独

創
的
で
あ
る
。
ま
た
高
知
県
の
森
林
環
境
税
は
、

県
民
税
の
超
過
課
税
方
式
に
よ
り
、
森
林
環
境
保

全
費
用
の
一
部
を
新
規
財
源
と
し
て
導
入
し
た
日

本
初
の
水
源
環
境
税
で
あ
り
、
こ
の
取
り
組
み
が

他
地
域
に
拡
大
し
て
い
る
点
も
興
味
深
い
。

●
地
方
分
権
の
進
展
と
地
方
環
境
税
構

想二
○
○
○
年
四
月
か
ら
施
行
さ
れ
た
地
方
分
権

一
括
法
に
よ
り
、
国
（
中
央
政
府
）
と
地
方
自
治

体
（
地
方
政
府
）
の
関
係
が
垂
直
的
な
上
下
主
従

か
ら
水
平
的
な
対
等
協
力
へ
と
改
め
ら
れ
る
と
と

も
に
、
国
か
ら
地
方
自
治
体
へ
、
都
道
府
県
か
ら

市
町
村
へ
と
事
務
機
能
と
権
限
の
委
譲
が
進
め
ら

れ
る
な
ど
、
分
権
改
革
は
あ
る
程
度
進
展
し
た
。

機
関
委
任
事
務
の
廃
止
に
と
も
な
い
、
公
害
関
係

規
制
や
鳥
獣
保
護
関
係
の
環
境
関
連
事
務
は
、
ほ

と
ん
ど
が
自
治
事
務
に
整
理
さ
れ
た
。
ま
た
分
権

化
に
よ
る
地
方
独
自
の
取
り
組
み
は
、
例
え
ば
東

京
都
の
環
境
保
護
条
例
、
市
民
参
画
型
の
計
画
や

政
策
策
定
な
ど
の
環
境
行
政
に
反
映
し
て
い
る
。

ま
た
同
法
に
よ
り
、
法
定
外
普
通
税
が
「
国
の
許

可
制
」
か
ら
「
事
前
協
議
制
」
へ
と
改
め
ら
れ
る

と
と
も
に
「
事
前
協
議
制
」
に
よ
る
法
定
外
目
的

税
の
創
設
が
行
わ
れ
た
。
結
果
と
し
て
地
方
自
治

体
は
、
環
境
対
策
財
源
確
保
の
た
め
に
産
業
廃
棄

物
税
や
森
林
環
境
税
な
ど
の
新
税
を
検
討
、
導
入

し
て
い
る
。
地
方
自
治
体
は
財
政
状
況
の
悪
化
を

背
景
と
し
て
、
課
税
自
主
権
の
強
化
、
と
り
わ
け

安
定
的
な
自
主
財
源
の
確
保
を
い
か
に
実
現
す
る

の
か
に
つ
い
て
模
索
し
は
じ
め
た
の
で
あ
る
。
分

権
改
革
に
つ
い
て
は
、
三
位
一
体
の
改
革
を
含
め
、

地
方
分
権
型
行
財
政
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
む
け
て

さ
ら
な
る
取
り
組
み
が
必
要
で
あ
る
が
、
こ
う
し

た
状
況
の
中
で
、
地
方
行
財
政
の
あ
り
方
そ
の
も

の
に
つ
い
て
様
々
な
議
論
が
起
こ
っ
て
い
る
。
日

本
に
お
け
る
「
地
方
環
境
税
」
構
想
の
背
景
に
は
、

一
方
で
深
刻
化
、
多
様
化
す
る
環
境
問
題
が
、
他

方
で
地
方
財
政
の
悪
化
と
地
方
分
権
の
進
展
の
中

で
、
い
か
に
住
民
が
参
加
、
自
立
し
、
地
域
の
経

済
社
会
を
活
性
化
し
、
地
域
再
生
と
環
境
再
生
へ

取
り
組
む
か
に
対
す
る
地
方
自
治
体
の
模
索
が
あ

る
。

持
続
可
能
な
流
域
管
理
の
た
め
の
費
用
負
担
と
参
加̶

日
本
に
お
け
る
水
源
環
境
税
の
導
入
過
程
か
ら
の
示
唆
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●
地
方
環
境
税
│
水
源
環
境
税
の
拡
大

従
来
、
日
本
の
環
境
政
策
は
、
規
制
的
手
法

（
直
接
規
制
）
を
用
い
た
行
政
に
そ
の
中
心
が
あ

っ
た
。
今
日
で
は
環
境
問
題
の
多
様
化
に
よ
り
、

新
し
い
環
境
政
策
の
視
点
│
費
用
負
担
の
あ
り
方

と
参
加
│
が
望
ま
れ
て
お
り
、
よ
り
柔
軟
な
手
法

が
検
討
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
背
景
に
は
、
環
境
問

題
に
対
す
る
住
民
意
識
の
向
上
と
環
境
政
策
に
お

け
る
経
済
的
手
段
の
活
用
、
特
に
環
境
税
へ
の
期

待
が
あ
る
。
地
方
環
境
税
は
、
地
方
自
治
体
が
課

税
主
体
と
な
り
、
地
域
的
な
環
境
管
理
を
主
目
的

と
し
て
徴
収
す
る
税
と
定
義
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

「
水
」
に
関
す
る
こ
の
よ
う
な
取
り
組
み
に
は
、

一
方
で
デ
ン
マ
ー
ク
、
フ
ラ
ン
ス
、
ド
イ
ツ
、
オ

ラ
ン
ダ
な
ど
の
排
水
課
徴
金
制
度
が
、
他
方
で
日

本
の
水
源
環
境
税
が
あ
る
。
前
者
が
汚
染
者
負
担

原
則
に
基
づ
く
水
質
環
境
悪
化
の
改
善
に
対
す
る

費
用
負
担
で
あ
る
の
に
対
し
、
後
者
は
、
ナ
シ
ョ

ナ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
あ
る
い
は
シ
ビ
ル･

ミ
ニ
マ
ム

の
達
成
を
根
拠
と
す
る
、
い
わ
ば
環
境
保
全
の
た

め
の
目
的
税
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
る
。
水
源
環

境
税
は
水
源
環
境
保
全
を
目
的
に
そ
の
費
用
の
一

部
を
受
益
者
が
負
担
す
る
地
方
環
境
税
で
あ
る
。

日
本
で
は
、
こ
う
し
た
水
源
環
境
税
に
つ
い
て
、

現
在
三
八
都
道
府
県
が
導
入
、
検
討
を
進
め
て
お

り
、
二
○
○
三
年
四
月
に
高
知
県
で
実
施
さ
れ
て

以
来
、
岡
山
県
、
愛
媛
県
、
島
根
県
、
鳥
取
県
、

鹿
児
島
県
の
六
県
で
導
入
さ
れ
て
い
る
（
表
１
）。

地
方
自
治
体
は
、
地
方
環
境
税
を
素
材
と
し
た
新

し
い
公
共
政
策
あ
る
い
は
政
策
形
成
の
た
め
の

表１　水源環境税の概要

（出所）各県ホームページおよびヒアリングより作成。

導入県 高知県 岡山県 鳥取県 島根県 愛媛県 鹿児島県

名称 森林環境税 おかやま森づくり県民税 森林環境保全税 水と緑の森づくり税 森林環境税 森林環境税

導入時期 2003 年 4月 1日～ 2004 年 4月 1日～ 2005 年 4月 1日～ 2005 年 4月 1日～ 2005 年 4月 1日～ 2005 年 4月 1日～

課税目的（各県条例より
抜粋）

水源のかん養をはじめ山
地災害の防止、気候の緩
和、生態系の多様性の確
保等県民のだれもが享受
している森林の公益的機
能の低下を予防し、県民
の理解と協力のもと、森
林環境の保全に取り組む
ための新たな財源を確保
する。

県土の保全、水源のか
ん養等すべての県民が享
受している森林の有する
公益的機能の重要性にか
んがみ、県民の理解と協
力の下に、森林の保全に
関する施策の一層の推進
を図る必要があることか
ら、当該施策に要する経
費の財源を確保する。

すべての県民が享受して
いる水源かん養、県土の
保全等の森林の持つ公益
的な機能を持続的に発揮
させる必要があることに
かんがみ、県民の理解と
協力の下に、森林環境の
保全及び森林をすべての
県民で守り育てる意識の
醸成に資する施策に要す
る費用に充てる。

水資源のかん養、県土保
全等すべての県民が等し
く享受している安全で安
心な生活に不可欠な公益
的機能を有する森林が県
民共有の財産であるとの
認識に立ち、荒廃森林を
再生させ水を育む緑豊か
な森を次世代に引き継い
でいく責務を果たすこと
を目的として、県民及び
県が協働して水と緑の森
づくりに関する施策に要
する費用に充てる。

水源のかん養、県土保全、
地球温暖化の防止、生物
多様性の確保その他の森
林の有する公益的機能の
重要性にかんがみ、森林
環境の保全および森林と
共生する文化の創造に関
する施策に要する経費の
財源を確保する。

県土の保全、水源のかん
養等すべての県民が享受
している森林の有する多
面的かつ公益的な機能の
重要性にかんがみ、県民
の理解と協力の下に、森
林環境の保全及び森林を
すべての県民で守り育て
る意識の醸成に関する施
策に要する経費の財源を
確保する。 

納税方法・課税形態と条
例

県民税均等割の超過課税（県民税（均等割）に加算して住民税の一部として納付）

森林環境の保全に係る県
民税の均等割の税率の特
例

森林の保全に係る県民税
の特例

鳥取県税条例のうち森林
環境税に係る部分

島根県水と緑の森づくり
税条例

愛媛県森林環境税条例 鹿児島県税条例に定める
県民税の均等割の税率に
関する特例

納税義務者 個人 県内に住所・家屋等を有する者

法人等 県内に事務所等を有する法人等

超過額（年額） 個人 500 円 500 円 300 円 500 円 500 円 500 円

法人等 500 円
1,000 ～ 40,000 円

（均等割の 5％相当額）
600 ～ 24,000 円

（均等割の 3％相当額）
1,000 ～ 40,000 円

（均等割の 5％相当額）
1,000 ～ 40,000 円

（均等割の 5％相当額）
1,000 ～ 40,000 円

（均等割の 5％相当額）

税収（決算額･予算額）
および基金積立額（千円）

2003 年度（決算）
129,595

（個人　128,973）
（法人　622）

2004 年度（決算）
134,784

（個人　127,975）
（法人　6,809）

2005 年度（当初予算）
157,906

（個人 150,858）
（法人 7,048）

2004 年度（決算）
351,594

（個人 331,722）
（法人 19,872）

2005 年度（当初予算）
約 460,000

＊基金積立額（2004 年度）
309,131

＊基金積立見込額（2005
年度）　　　　約430,000

2005 年度（当初予算）
81,275

（個人 77,250）
（法人 4,025）

＊基金積立見込額（2005
年度）　　　　　　69,602

2005 年度（当初予算）
139,102

（個人 132,116）
（法人 6,986）

＊基金積立見込額（2005
年度）　　　　　129,000

＊＊徴収取扱費として市町
村に対し収納額の 7％相
当額（個人分）を交付

2005 年度（当初予算）
255,194

（個人 219,178）
（法人 6,016）

＊基金積立見込額（2005
年度）　　　　　209,000

2005 年度（当初予算）
299,000

（個人 292,000）
（法人 7,000）

課税期間 5年（2003 ～ 2007 年度） 5年（2004 ～ 2008 年度） 3年（2005 ～ 2007 年度） 5年（2005 ～ 2010 年度） 5年（2005 ～ 2010 年度） 5年（2005 ～ 2010 年度）

税の使途 「高知県森林環境保全基
金」に全額積立

「岡山県おかやま森づく
り県民基金」に賦課徴収
費用を控除後の金額を積
立

「鳥取県森林環境保全基
金」に賦課徴収費用を控
除した全額を積立

水と緑の森づくり基金に
積立

「森林環境保全基金」に
賦課徴収費用を控除した
全額を積立

一般会計に組み入れ。森
林環境税公募事業（森林
の体験活動支援事業）に
対する支援。

基金の運営･管理 「高知県森林環境保全基
金運営委員会」による
運営（知事の委嘱による
10名以内の委員）。
＊ 県民参加と透明性の向
上を図るため。

林政課（農林水産部） 森林環境保全税関連事業
評価委員会（有識者、各
団体等代表者及び一般県
民公募者、10名程度）

林業課（農林水産部）が
運営・管理を行う。基
金（1億 2.900 万）のう
ち、4,000 万円について
は「水と緑の森づくり会
議」の提案を考慮した上
で事業選定を行う。

「愛媛県森林環境保全基
金運営委員会」による運
営（知事の委嘱による、
学識経験者とその他適当
と認められるもののうち
から 10名以内）

林務水産課（林務水産部）
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「
政
策
実
験
」
を
始
め
て
い
る
の
で
あ
る
。

●
神
奈
川
県
│
「
生
活
環
境
税
制
」
の

取
り
組
み

神
奈
川
県
は
、
荒
廃
が
進
む
水
源
環
境
の
改
善

に
対
し
て
、
水
源
環
境
税
な
ど
の
新
た
な
費
用
負

担
の
仕
組
み
を
県
民
参
加
に
よ
り
提
案
し
て
い
る

点
で
全
国
に
類
を
見
な
い
。

同
県
の
水
源
環
境
税
構
想
は
、
県
地
方
税
制
等

研
究
会
に
よ
る
報
告
書
（『
地
方
税
財
政
制
度
の

あ
り
方
に
関
す
る
中
間
報
告
書
』
二
○
○
○
年
五

月
）
に
始
ま
っ
た
。
同
報
告
書
は
危
機
的
財
政
状

況
を
踏
ま
え
た
上
で
自
主
財
源
拡
充
政
策
を
考
え

る
た
め
の
新
た
な
税
制
と
し
て
「
生
活
環
境
税

制
」
を
提
案
し
た
。
生
活
環
境
税
制
は
、
神
奈
川

の
豊
か
な
自
然
環
境
を
守
り
、
県
民
の
良
好
な
生

活
環
境
を
確
保
し
、
自
然
環
境
や
生
活
環
境
に
対

し
て
考
え
ら
れ
る
負
荷
全
般
を
規
制
・
抑
制
す
る

と
と
も
に
、
そ
の
税
収
を
生
活
環
境
対
策
の
費
用

に
充
て
、
こ
れ
ら
を
県
民
の
意
思
を
基
盤
と
し
て

構
築
す
る
こ
と
を
柱
と
し
て
い
る
。
ま
た
「
生
活

環
境
税
制
」
は
、
そ
の
性
格
や
課
税
客
体
な
ど
に

よ
り
、
環
境
保
全
税
、
水
源
環
境
税
、
都
市
生
活

環
境
税
、
都
市
防
災
税
の
四
つ
に
分
類
さ
れ
た
。

こ
れ
ら
を
具
体
的
に
検
討
す
る
た
め
に
、
二
○
○

一
年
六
月
に
同
研
究
会
の
下
部
機
関
と
し
て
生
活

環
境
税
制
専
門
部
会
が
設
置
さ
れ
た
。
同
部
会
は

学
識
専
門
家
や
各
種
団
体
、
県
民
が
委
員
と
な
り

水
資
源
対
策
と
大
気
対
策
の
た
め
の
税
制
措
置
を

中
心
に
検
討
さ
れ
た
。
ま
た
同
県
は
、
同
部
会
内

で
の
議
事
録
や
資
料
、
検
討
結
果
な
ど
を
含
め
た

施
策
の
政
策
形
成
過
程
を
す
べ
て
公
開
し
、
広
く

県
民
に
意
見
を
求
め
た
。
結
果
と
し
て
、『
生
活

環
境
税
制
の
あ
り
方
に
関
す
る
検
討
結
果
報
告
書

│
水
源
環
境
の
保
全
・
再
生
に
関
す
る
施
策
と
費

用
負
担
に
つ
い
て
』（
二
○
○
三
年
七
月
）
を
取

り
ま
と
め
た
。
同
報
告
書
で
は
、
①
自
然
が
持
つ

水
循
環
機
能
の
保
全
・
再
生
、
②
水
源
環
境
へ
の

負
荷
軽
減
、
③
水
源
環
境
保
全
を
支
え
る
仕
組
み

づ
く
り
に
つ
い
て
流
域
全
体
の
具
体
的
事
業
と
そ

の
事
業
費
な
ど
を
ま
と
め
て
い
る
。
そ
の
結
果
、

事
業
の
内
容
は
、
県
内
に
と
ど
ま
ら
ず
、
上
流
県

の
水
源
地
対
策
事
業
に
つ
い
て
も
提
案
し
て
い
る
。

ま
た
新
た
な
負
担
の
仕
組
み
と
し
て
応
益
負
担
原

則
と
県
民
参
加
に
よ
る
意
識
の
醸
成
を
い
か
に
行

う
の
か
に
つ
い
て
も
提
言
さ
れ
て
い
る
。
同
県
は

こ
れ
ま
で
に
全
国
規
模
で
は
初
と
な
る
水
源
環
境

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
、「
か
な
が
わ
発
『
水
源
環
境
』

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
」（
二
○
○
二
年
一
一
月
）
を
実

施
し
、
そ
の
中
で
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
ア
ピ
ー
ル
を
採

択
し
た
（
表
２
）。
ま
た
同
年
、
水
環
境
保
全
の

負
担
の
あ
り
方
に
つ
い
て
県
民
意
識
調
査
（
県
民

三
○
○
○
人
を
対
象
）
を
実
施
し
、
翌
年
そ
の
結

果
を
報
告
し
た
。
さ
ら
に
水
源
環
境
を
保
全
・
再

生
す
る
た
め
の
施
策
や
費
用
負
担
の
あ
り
方
に
つ

い
て
、
住
民
と
議
論
を
行
う
た
め
、
地
方
税
制
等

研
究
会
の
報
告
内
容
を
素
材
と
し
て
、「
水
源
環

境
保
全
施
策
と
税
制
措
置
を
考
え
る
県
民
集
会
」

を
実
施
し
て
い
る
（
二
○
○
三
年
一
○
月
〜
二
○

○
四
年
一
一
月
、
県
内
二
二
カ
所
）。

本
年
六
月
に
「
か
な
が
わ
水
源
環
境
保
全
・
再

生
施
策
大
綱
（
仮
称
）
案
」
と
、
こ
れ
を
踏
ま
え

た
「
か
な
が
わ
水
源
環
境
保
全
・
再
生
実
行
五
か

年
計
画
（
仮
称
）
案
」
を
と
り
ま
と
め
、
九
月
県

議
会
に
お
い
て
一
部
修
正
の
う
え
、
関
係
条
例
が

成
立
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
二
○
○
七
年
度
か
ら
個

人
県
民
税
超
過
課
税
と
し
て
水
源
環
境
税
を
実
施

す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

同
県
の
取
り
組
み
は
、
県
民
が
水
環
境
を
身
近

な
問
題
と
し
て
捉
え
、
水
源
環
境
の
実
情
を
知
る

こ
と
か
ら
、
特
に
水
源
地
か
ら
離
れ
た
下
流
地
域

の
住
民
に
も
水
源
環
境
保
全
に
対
し
て
意
識
さ
せ

る
と
同
時
に
、
水
利
用
に
対
す
る
何
ら
か
の
負
担

を
応
益
原
則
に
よ
り
行
う
必
要
性
を
議
論
し
た
点

が
重
要
で
あ
る
。
流
域
の
水
源
管
理
を
持
続
可
能

に
す
る
た
め
に
は
、
上
流
域
が
他
県
に
あ
る
場
合

に
も
、
水
の
受
益
者
で
あ
る
住
民
が
応
分
の
負
担

を
す
る
こ
と
と
そ
の
仕
組
み
づ
く
り
を
住
民
が
参

加
し
て
実
施
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
同
県
の

参
加
型
税
制
へ
の
取
り
組
み
は
、
政
策
形
成
過
程

を
含
め
た
情
報
公
開
や
参
加
の
プ
ロ
セ
ス
を
重
視

し
た
新
し
い
タ
イ
プ
の
政
策
形
成
、
行
政
改
革
と

し
て
位
置
づ
け
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
地
方
自
治
の

転
換
点
と
し
て
捉
え
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。

●
高
知
県
│
森
林
環
境
税
の
展
開

高
知
県
が
全
国
に
先
駆
け
て
「
森
林
環
境
税
」

を
導
入
し
た
背
景
に
は
、
地
方
分
権
の
進
展
と
森

林
の
荒
廃
の
問
題
が
あ
る
。
同
県
の
森
林
率
（
八

四
％
）
は
全
国
第
一
位
で
あ
り
、
う
ち
六
五
％
は

ス
ギ
、
ヒ
ノ
キ
を
中
心
と
す
る
人
工
林
（
全
国
第

二
位
）
で
あ
る
。
人
工
林
は
天
然
林
と
は
異
な
り
、

適
正
な
状
態
を
保
つ
た
め
の
人
手
に
よ
る
管
理
が

　私たちの国の豊かな水源環境は、これまで多くの恵みをもたらし、社会の発展と生活の安定の礎となってきました。
　しかし、先人が守り育てた水源環境は、神奈川をはじめ、全国各地で、手入れの行き届かなくなった人工林の荒廃や水源水質の不安、生態系の危機が指摘されています。
　こうした現状を放置すれば、水を蓄え、酸素を供給し、生態系を維持してきた森林の持つ様々な働きが損なわれていきます。さらには、水源水質への悪影響が懸念されるなど、水源環
境の未来は重大な危機に立たされています。
　神奈川では、私たちの共有財産である貴重な水資源を次世代に引き継ぎ、水の恵みを永続的に利用していくため、水源環境を保全するための施策や、施策を進めるための財源のあり方
について検討を行うとともに、県民論議を重ねてきました。
　こうした水源環境を保全する取組をさらに一歩進めるため、今回、全国から多くの市民、企業、行政の方々にご参加いただき、各地の先進的な活動事例をご紹介いただく中で、活発な
論議を行っていただきました。
　その成果として、次の 6項目からなるシンポジウムアピールを、この神奈川の地から全国に発信することとしました。
1　水源環境の保全・再生に向けた行動
2　地域が主体となった創造的な試みや対策による推進
3　上下流の連携による流域圏での取組
4　住民・事業者・NPO・行政の連携による流域管理の仕組みづくり
5　環境教育・環境学習の推進
6　多様な費用負担の手段

表 2　かながわ発「水源環境」シンポジウムアピール　（2002 年 11 月 17 日）

（出所）神奈川県ホームページ（http://www.pref.kanagawa.jp/kenzei/kaikaku/sinpo/appeal.htm）（抜粋）。
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欠
か
せ
な
い
。
し
か
し
従
来
、
森
林
を
守
り
育
て

て
き
た
山
村
は
、
過
疎
化
・
高
齢
化
が
進
む
と
と

も
に
、
林
業
経
営
は
木
材
価
格
の
低
迷
や
国
産
材

の
需
要
の
伸
び
悩
み
に
よ
り
厳
し
さ
を
増
し
、
多

く
の
森
林
所
有
者
が
自
ら
所
有
す
る
森
林
の
適
正

管
理
に
意
欲
を
失
っ
て
き
た
。
こ
の
た
め
間
伐
な

ど
の
手
入
れ
が
遅
れ
て
い
る
森
林
面
積
は
、
二
○

○
一
年
（
検
討
当
時
）
に
は
、
県
内
で
少
な
く
と

も
一
一
万
二
○
○
○
ヘ
ク
タ
ー
ル
に
達
し
て
い
る

と
推
定
さ
れ
、
こ
れ
ら
の
森
林
で
は
、
本
来
森
林

が
持
っ
て
い
る
公
益
的
な
機
能
の
低
下
が
予
測
さ

れ
て
い
た
。
森
林
に
は
、
経
済
的
側
面
の
強
い
木

材
の
生
産
機
能
の
他
に
、
貯
水
、
水
質
浄
化
、
土

砂
流
出
の
防
止
な
ど
の
水
源
か
ん
養
機
能
や
、
そ

の
他
多
く
の
公
益
的
機
能
が
あ
る
。
森
林
の
荒
廃

は
森
林
所
有
者
だ
け
の
問
題
に
と
ど
ま
ら
ず
、
流

域
全
体
の
環
境
問
題
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

「
森
林
環
境
税
」
制
度
の
検
討
は
、
こ
の
よ
う

な
森
林
の
荒
廃
の
問
題
を
森
林
所
有
者
や
林
業
の

み
の
問
題
と
せ
ず
、
県
民
全
体
の
問
題
と
し
て
捉

え
る
と
同
時
に
、
問
題
解
決
の
た
め
に
地
方
税
の

意
義
と
役
割
を
考
え
た
上
で
、
そ
の
仕
組
み
を
創

り
出
そ
う
と
し
た
も
の
で
あ
る
。
水
源
環
境
税
構

想
の
端
緒
は
、「
高
知
県
自
主
財
源
拡
充
等
検
討

会
」（
二
○
○
○
年
六
月
）
に
あ
る
。
同
検
討
会

で
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
で
、
今
後
必
要
と

さ
れ
る
税
制
に
つ
い
て
、
新
税
の
創
設
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ

へ
の
支
援
税
制
を
含
め
て
検
討
し
、
翌
年
三
月
に

検
討
結
果
を
と
り
ま
と
め
た
。
そ
の
中
で
、
新
た

な
法
定
外
税
と
し
て
「
水
源
か
ん
養
税
」
導
入
を

提
案
し
た
。同
報
告
書
で
は
、「
水
源
か
ん
養
税
は
、

水
源
地
域
に
お
け
る
森
林
の
荒
廃
を
防
止
し
、
健

全
性
を
確
保
す
る
こ
と
に
よ
り
、
森
林
が
本
来
持

っ
て
い
る
水
源
か
ん
養
機
能
の
安
定
的
な
発
揮
を

促
す
こ
と
を
目
的
と
す
る
」
と
し
た
上
で
、「
目

的
税
と
し
て
の
水
源
か
ん
養
税
は
、
水
の
利
用
者

に
対
し
負
担
を
求
め
る
の
が
適
当
」、「
具
体
的
な

課
税
対
象
と
し
て
は
、
①
水
使
用
量
に
応
じ
て
課

税
す
る
方
法
、
②
個
人
や
世
帯
等
に
均
等
割
で
課

税
す
る
方
法
な
ど
が
考
え
ら
れ
る
」
な
ど
、
課
税

目
的
・
対
象
・
方
法
等
に
関
し
て
具
体
的
な
提
言

を
行
っ
て
い
る
。
同
年
四
月
に
は
、
県
庁
内
の
関

係
課
職
員
一
三
名
と
市
町
村
職
員
五
名
（
同
県
内

に
四
つ
あ
る
一
級
河
川
の
上
流
域
に
あ
る
町
村
と
、

水
の
大
消
費
地
で
あ
る
高
知
市
か
ら
各
一
人
）
に

よ
る
横
断
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
を
立
ち
上

げ
、「（
仮
称
）
水
源
か
ん
養
税
」
制
度
の
具
体
的

な
検
討
に
入
っ
た
。
こ
れ
は
河
川
を
通
じ
て
森
林

の
水
を
蓄
え
る
公
益
的
機
能
の
恩
恵
を
受
け
る
下

流
域
と
、
森
林
の
保
全
に
あ
た
る
上
流
域
か
ら
、

そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
意
見
も
踏
ま

え
て
検
討
を
進
め
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
う
し
て

同
チ
ー
ム
は
「（
仮
称
）
水
源
か
ん
養
税｣

を
検

討
し
、
同
年
一
○
月
に
「
水
道
課
税
方
式
（
Ａ

案
）」
と
「
県
民
税
の
超
過
課
税
方
式
（
Ｂ
案
）」

の
二
つ
の
試
案
を
取
り
ま
と
め
、
そ
の
後
一
年
間

を
か
け
て
「
新
税
制
検
討
部
会
」（「
高
知
の
森
づ

く
り
推
進
委
員
会
」
の
中
に
設
置
）
に
お
い
て
、

公
開
で
議
論
が
実
施
さ
れ
、
県
民
に
議
論
の
喚
起

と
意
見
聴
取
を
行
っ
た
（
表
３
）。
ま
た
同
チ
ー

ム
は
二
○
○
二
年
秋
ま
で
の
約
一
年
間
に
、
県
内

各
地
域
で
延
べ
六
五
回
に
わ
た
る
県
民
や
市
町
村

と
の
意
見
交
換
会
の
実
施
や
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
、
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
の
簡
易
ア
ン
ケ
ー
ト
に
よ
り

新
税
の
趣
旨
や
目
的
の
説
明
な
ど
に
努
め
、
県
民

か
ら
意
見
聴
取
を
行
っ
た
。
こ
れ
ら
の
ア
ン
ケ
ー

ト
や
意
見
交
換
会
な
ど
の
結
果
は
、
新
税
の
意
義

や
趣
旨
に
つ
い
て
は
ほ
と
ん
ど
が
肯
定
的
で
、
税

Ａ案 水道課税方式 Ｂ案 県民税超過課税方式

目的 森林の荒廃による公益的機能、とりわけ水源かん養能力の低下を防ぐために、県民あげて森づくりを推進することを目的とする。
また、上流・下流の相互交流、連携などを促進する。

税収の使途 森林の荒廃を改善・予防する事業

税目 水源かん養税 ( 法定外目的税 ) 個人・法人県民税 ( 超過課税 )

課税対象 料金を支払っている水道の利用 県内に住所、事業所などを有する個人・法人

納税義務者 　水道の使用契約者 個人県民税及び法人県民税均等割の納税義務者

税率・税額 月額 30円 ( 想定額 ) 年額 500 円 ( 想定超過額 )

徴収方法 水道事業者などを特別徴収義務者に指定し、特別徴収（申告納
入）

個人県民税は市町村が普通徴収、給与所得者は特別徴収。法人
県民税は法人が県に申告納付

納期限 翌年度５月に申告納入 個人県民税の納期限及び法人の県民税の納期限

特別徴収義務者 水道事業者など 給与所得者については事業主

非課税および
減免事項

なし 個人県民税（均等割の納税義務を負う夫と生計を一にする妻・
生活扶助を受けている者など）
法人県民税（社会福祉法人等で収益事業を行っていない者など）

税収規模 1億 1,000 万円程度 1億 4,000 万円程度

課税コスト システム変更の初期費用などが必要 システム変更の初期費用及び徴収取扱費などが必要

仕組みの考え方 水道の使用に着目し、他県に事例がある１立方メートル、１円
の負担方式を参考に、水道事業者の事務負担の軽減や水消費の
多い特定業種の事業圧迫とならない仕組みとして考案。

個人や法人に均等に負担をいただく方法として、課税コストの
縮減と課税事務の効率化に配慮した仕組みとして考案。普通税
であるため経理区分などの工夫が必要。

表３　高知県における「（仮称）水源かん養税」試案

（出所）高知県『森林環境保全のための新税制 ( 森林環境税 ) の考え方』（2002 年 12 月）。
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額
に
つ
い
て
も
妥
当
な
金
額
と
の
認
識
が
あ
っ
た
。

課
税
方
式
に
つ
い
て
は
、
Ａ
案
の
方
が
、
課
税
の

趣
旨
が
理
解
し
や
す
い
と
の
意
見
も
あ
っ
た
が
、

水
道
普
及
率
の
地
域
ご
と
の
ば
ら
つ
き
や
、
税
負

担
の
公
平
性
の
確
保
、
課
税
事
務
、
徴
税
費
な
ど

を
配
慮
し
た
結
果
、
Ｂ
案
が
採
用
さ
れ
た
。
ま
た

使
途
に
つ
い
て
も
県
民
の
意
見
が
反
映
さ
れ
、
ソ

フ
ト
事
業
中
心
で
あ
っ
た
試
案
に
、
ハ
ー
ド
事
業

を
荒
廃
森
林
の
県
に
よ
る
直
接
整
備
と
し
て
加
え

た
。
こ
の
よ
う
に
、
意
見
交
換
会
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
、
同
部
会
で
の
議
論
や
県
議
会
を
踏
ま
え
、
二

○
○
三
年
四
月
か
ら
森
林
環
境
税
が
実
施
さ
れ
た
。

森
林
環
境
税
は
、
県
民
参
加
に
よ
り
森
林
を
守

る
こ
と
を
目
標
と
し
た
地
域
の
実
情
に
即
し
た
税

制
度
と
し
て
理
解
で
き
る
。
森
林
環
境
税
導
入
の

議
論
は
、
負
担
す
る
県
民
自
身
が
、
税
の
意
義
や
、

受
益
と
負
担
の
関
係
、
ま
た
問
題
解
決
へ
の
地
方

行
政
の
役
割
や
、
県
民
自
身
の
役
割
を
も
意
識
す

る
こ
と
か
ら
、
自
治
へ
の
参
加
意
識
を
高
め
る
契

機
と
な
っ
た
。
ま
た
そ
の
運
用
に
際
し
て
も
県
民

の
参
加
を
求
め
、
森
林
環
境
税
運
営
委
員
会
を
通

し
て
森
林
の
保
全
事
業
の
実
施
や
、
新
税
制
度
の

改
善
な
ど
に
県
民
の
意
見
を
反
映
す
る
仕
組
み
を

作
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
創
設
か
ら
運
用
ま
で
県
民

の
参
加
を
求
め
る
制
度
と
な
っ
た
。

●
む
す
び

日
本
で
は
地
方
分
権
一
括
法
が
原
動
力
と
な
り
、

全
国
的
に
独
自
の
地
方
税
創
設
の
動
き
が
活
発
に

な
っ
て
い
る
。
地
方
環
境
税
の
創
設
は
、
納
税
者

で
あ
る
住
民
に
と
っ
て
、
税
の
仕
組
み
と
そ
の
運

用
が
日
常
的
に
視
野
に
入
り
、
ま
た
受
益
者
と
負

担
者
の
関
係
が
明
確
に
な
る
こ
と
か
ら
、
住
民
の

地
方
行
政
へ
の
参
加
意
欲
を
高
め
る
効
果
が
生
じ
、

結
果
と
し
て
地
方
に
お
け
る
民
主
主
義
社
会
の
形

成
を
醸
成
す
る
こ
と
に
な
る
。
水
源
環
境
税
も
、

都
道
府
県
や
市
町
村
の
地
域
固
有
性
を
ふ
ま
え
、

環
境
保
全
や
環
境
管
理
に
活
用
す
る
た
め
の
経
済

的
な
制
度
設
計
の
ひ
と
つ
で
あ
り
、
従
来
の
規
制

型
環
境
政
策
の
限
界
を
超
え
る
も
の
と
い
え
る
。

同
時
に
水
資
源
問
題
を
流
域
全
体
で
捉
え
る
新
た

な
取
り
組
み
で
も
あ
る
。

日
本
に
お
け
る
水
源
環
境
税
の
議
論
か
ら
の
示

唆
は
、
新
税
導
入
の
議
論
が
契
機
と
な
り
、
住
民

に
水
源
保
全
を
通
し
た
持
続
可
能
な
流
域
管
理
の

重
要
性
を
喚
起
し
た
こ
と
に
あ
る
。
神
奈
川
県
が

「
生
活
環
境
税
制
」
と
し
て
、
ま
た
高
知
県
が

「
県
民
参
加
型
の
税
制
」
と
し
て
水
源
環
境
税
に

つ
い
て
議
論
し
、
そ
の
政
策
形
成
過
程
を
公
開
し
、

県
民
に
意
見
を
求
め
る
こ
と
は
、
地
域
が
「
参

加
」
に
根
ざ
し
た
真
の
行
財
政
改
革
を
志
向
し
て

い
る
こ
と
に
他
な
ら
な
い
。
特
に
神
奈
川
県
で
は
、

目
指
す
べ
き
社
会
と
そ
の
実
現
に
向
け
て
、
タ
ウ

ン
・
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
中
心
に
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ

ー
間
で
話
し
合
い
、
全
体
の
枠
組
み
の
中
で
公
平

な
費
用
負
担
と
責
任
を
と
も
な
う
参
加
に
つ
い
て
、

議
論
し
て
い
る
。
同
時
に
、
従
来
の
自
治
体
内
部

に
お
け
る
縦
割
行
政
の
克
服
に
努
め
て
い
る
点
も

興
味
深
い
。
こ
う
し
た
同
県
の
取
り
組
み
は
、
新

た
な
公
共
政
策
策
定
の
た
め
の
政
策
実
験
で
あ
る

と
同
時
に
「
県
民
参
加
と
県
民
の
中
に
打
っ
て
出

る
行
政
」（
同
県
税
制
企
画
担
当
部
長
・
平
松
博

氏
〔
ヒ
ア
リ
ン
グ
当
時
〕）
と
し
て
評
価
で
き
る
。

特
定
の
政
策
形
成
過
程
に
住
民
が
参
加
す
る
こ
と

は
、
地
方
分
権
改
革
が
進
展
し
、
ま
す
ま
す
地
方

の
自
立
、
自
主
的
運
営
に
関
心
が
高
ま
る
中
で
地

方
自
治
の
新
た
な
転
換
点
と
し
て
捉
え
る
こ
と
が

で
き
る
。

地
域
に
お
け
る
持
続
可
能
な
社
会
の
構
築
に
と

っ
て
重
要
な
こ
と
は
、
地
域
再
生
と
環
境
再
生
に

根
ざ
し
た
費
用
負
担
と
参
加
の
ル
ー
ル
を
明
確
に

す
る
こ
と
で
あ
る
。
日
本
の
水
源
環
境
税
の
議
論

は
、
行
政
が
中
心
と
な
っ
て
い
か
に
住
民
が
費
用

負
担
の
仕
組
み
に
関
わ
る
の
か
に
つ
い
て
、
新
し

い
地
方
自
治
の
あ
り
方
を
提
案
す
る
。
今
後
は
、

使
途
と
効
果
を
含
め
た
政
策
評
価
を
行
い
、
そ
の

良
否
に
つ
い
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
持
続
可

能
な
流
域
管
理
の
た
め
の
費
用
負
担
と
参
加
を
進

め
る
に
は
、
補
完
性
の
原
理
に
基
づ
く
ガ
バ
ナ
ン

ス
の
あ
り
方
を
検
討
し
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
間

で
の
連
携
に
よ
る
多
層
な
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を

形
成
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。

（
ふ 

じ
た　

か
お
り
／
桃
山
学
院
大
学
経
済
学

部
助
教
授
）
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